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Change and Grow Ever

変わります。そして、成長します。いついかなる時でも。

生成AIの登場は、情報収集であったり、何かを実行する労力であったり、

多くの人間の営みを劇的に変化することを促しています。

1990年代にインターネット技術が商用化され、私たちの生活、社会は大きな

変化を経験してきました。その大きな変化が、生成AIと共に、また、訪れよう

としています。

私たちネットイヤーグループはこの機会を最大のチャンスとして捉え、生成AI

を利活用して、社会を豊かにしてまいります。

“生成AIを活用して未来の社会を創造する”
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事業領域
マーケティングプロセス全般に対して、生成AI技術が導入され、従前のデジタルマーケティング

について大きな変革が進むことが想定されます。この変革を好機と捉え、生成AIを中心にした事

業を推進します。

顧客分野❶

重点顧客（Tier1取引高5億円以上）を増やし、2番手集団（Tier2取引高3〜5億円）、3番

手集団（Tier3取引高1〜3億円）の創出に注力します。

顧客分野❷

ロングテールの顧客企業群（Tier4取引高1億円以下）については、徹底的に生成AIを

活用して収益性を高めていきます。

業績目標
事業領域を、生成AIを活用した顧客のマーケティングプロセスの改善領域に転換

するため、2025年度は転換コストを計上し、利益を抑え、2027年度で利益率

10%以上を目指します。

中期計画

ハイライト
コスト削減
販管費の高コスト体質を改善します。管理本部に積極的に生成AIを活用して、

業務の効率化を図り、また、多能工型の管理スタッフを育成し、専門性と汎用性

を両立してまいります。

生成AI人材の育成

全社員が生成AIを活用できるよう教育体制の充実を図り、市場でより

高付加価値な人材となれるようリスキリングします。
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生成AIがもたらすデジタルマーケティング業界の将来像

生成AIの登場が社会・経済を変える
生成AIの登場により、私たちの様々な生活様式、コミュニケーションが
劇的に変化します。

探索、検索様式の変化❶
2000年以来、私たちは、何かわからないことが出て来ると、Google検
索の窓に調べたいキーワード入れて検索してきました。この検索様式を
「ググる」と世間では呼んでいます。

探索、検索様式の変化❷
ところが、生成A Iツールの出現以来、若年層を中心に、何か調
べようと思ったとき、生成A Iに調べたいことを口語で入れて
探索することが広まっています。

消費者のエージェントである生成AI
消費者のこれまでの経験値や、思想、関与集団など意思決定に影響を

及ぼすであろう事柄を前提として、消費者のニーズに合ったものを生

成AIは消費者のエージェントとして活動します。

企業側のエージェントとしての生成AI
企業側も、様々な企業活動のアクティビティに自由にアクセスできて、

情報の結合であったり、編集をおこなう企業側の側面に立った生成

AIのエージェントが生まれます。
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近未来の情報流通の構造変化

① 情報発見
情報を探す側の変化

② 情報提供
情報を出す側の変化

③ 発見と提供の「仲介」
AIエージェントの登場

• 「キーワード検索」から「会話・対話型検索」へ
Googleに代表されるブラウザ検索から
ChatGPTなどの生成AI検索へ

• 探索行動様式が「ググる」 から生成AIに「聞く」
「会話する」「任せる」へ

• Webサイト中心からコンテンツ単位・API単位の提供へ

• 書き手中心から「AIが読める・使える」情報設計(構造化、
RAGなど)へ

• 顧客体験は「読む」から「生成される」あるいは「要約される」へ

• 消費者向けはパーソナルAI（価値観・過去露歴・予算ベー
スの選定）

• 企業向けは、セールスAI（製品知識・FAQ対応・比較提示）

• エージェントは探索と提供を「翻訳」し、意思決定を支援

• 市場は「ABACモデル」*へ

*ABAC（AI agent-Based Autonomous Communication）モデルについて商標登録出願中
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*ABAC（AI agent-Based Autonomous Communication）モデルについて商標登録出願中

企業と顧客のコミュニケーションが変わる｜ABACモデル＊
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ABACモデルとは？

*ABAC（AI agent-Based Autonomous Communication）モデルについて商標登録出願中
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（報道発表）2025年4月24日 株式会社NTTデータグループ https://www.nttdata.com/global/ja/news/release/2025/042400/

株式会社NTTデータグループ（代表取締役社長：佐々木 裕、以下：NTTデータグループ）は、OpenAI, Inc.（CEO：Sam Altman、以下：OpenAI）と、
2025年5月1日から、グローバルを対象とした戦略的提携を開始します。これにより、NTTデータグループのシステム開発の豊富な実績とOpenAIの
革新的な生成AI技術を融合し、高度で安全・信頼性の高いAIエージェント等の生成AIサービスを提供します。
本提携によりNTTデータグループは、OpenAIの日本初の販売代理店として「ChatGPT Enterprise」の提供を開始します。まずは大手企業100社
に向けて、専門人財によるユースケース創出支援などのOpenAIアクセラレーションプログラムの提供を予定しています。
OpenAIの優れた最新モデルを活用した事前検証や実装を先行的に実施するとともに、NTTデータグループが有する幅広い業界・業務・業種の知見を
かけ合わせ、金融、製造、流通、ヘルスケア、公共など業界に特化したAIエージェント等の提供を行います。本取り組みを通じて、お客さまの業務変革を
一層支援していきます。
NTTデータグループは、生成AI関連ビジネスのグローバル展開をさらに強化し、OpenAI関連ビジネスにおいて2027年度末までに累計1,000億円
規模の売り上げをめざします。

ネットイヤーグループは、NTTデータグループの一員として

NTTデータが推進する生成AIに関するテクノロジーを

協業して国内外のお客さまに普及してまいります

トピック｜NTTデータグループがOpenAI, Inc.と戦略的提携を締結

https://www.nttdata.com/global/ja/news/release/2025/042400/
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戦う市場領域を高付加価
値領域、戦う社員を高付
加価値人材へと転換

市場における当社ブラン
ディングを強化する

企業のマーケティング領
域をデジタル＊AIで支援
していく

2027年度3月期の売上
高利益率を安定的に
10%計上する仕組みを
つくる

低付加価値な領域は、極力人が

関わらない→機械、コンピュータ、

生成AIに任せます

採用市場で優位に人材獲得ができ

る企業ブランディングを意識的に

強化します

売上高の成長とコストアップをバ

ランスさせながら常時売上高利

益率を10%台にします

企業の事業をデジタル＊AIでマー

ケティング支援する会社に転換い

たします

中期計画基本方針｜生成AI時代に沿った事業構造及び費用構造の大転換の3年間とする
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生成AIツールとプロトコルを合わせたデジタルメディアに転換

当社の生成AI事業の重点領域について

デジタルメディアの構築を生成AI技術を活用して生産性の向上へ

ABACモデル*時代の企業側のAI agent 開発に注力

若年層を中心に、探索行動が変化しています。これまで長く、ブラウザ検索が探索行動の主役であり、企業は、

デジタルメディアについて、ブラウザ検索のアルゴリズムに沿った形で、SEO対策を進めてきました。企業は、
ブラウザ検索から生成AIツールに探索行動が変化した時代に合わせて、デジタルメディアを変換していか
ねばなりません。このデジタルメディアの生成AIツールへの適合を一手に担ってまいります。

これまで、当社は、企業から受託して、企業のデジタルメディア（Webサイトやアプリケーション等）を開発してきました。デジタ
ルメディアを開発するにあたり、生成AI技術を取り入れることによって、社内の生産性を著しく向上させ、な
おかつ社外に発注していた費用を抑えることによって、全体の収益性を高めてまいります。

当社では、近い将来、企業と顧客（消費者等）のコミュニケーションが、双方のAI agentで完結する世界を想定しています。これ
を、当社では、ABACモデル（AI agent-Based Autonomous Communication）*と呼称し、新しい時代のコミュケーショ
ンとして、第1段階として、企業側のAI agent の開発に注力いたします。

*ABAC（AI agent-Based Autonomous Communication）モデルについて商標登録出願中



消費者の情報探索がウェブ検索から生成AIツール探索に変化
企業は自社のウェブサイトを生成AI時代に即したメディアに作り替えなければならない

これまで

これから

これまで

これから

顧客企業の
デジタルメディア

顧客企業の
デジタルメディアを
AIO/LLMO仕様に変換する

SEO対策ほか AIO/LLMO対策ほか

成長戦略①既存顧客のデジタルメディアを生成AI仕様に大転換
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生成AIツールを活用することで、社内外の費用を圧縮

社内開発人件費

外注費

2024年度

社内開発人件費

外注費

2025年度〜2027年度

生成AIの活用

成長戦略②生成AIツールの活用で社内外の生産性向上
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*ABAC (AI agent-Based Autonomous Communication) モデルについて商標登録出願中

OpenAI社と戦略提携した
NTTデータと協働して企業側の
AI agent 開発を推進

成長戦略③顧客企業の生成AI エージェントの開発
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ビジネスディベロップメント事業
（0.3億円/7億円）

ビジネスグロース事業
（0.7億円/28億円）

ビジネスディベロップメント事業
（0.7億円/10億円）

ビジネスグロース事業
（1.3億円/31億円）

ビジネスディベロップメント事業
（1.6億円/15億円）

ビジネスグロース事業
（3.6億円/35億円）

インキュベーション事業

（-億円/2億円）

2.0億円/41.0億円 5.2億円/52.0億円1.0億円/35.0億円

 業務をすべてAIに置き換えるよう

推進する

 転換コストを見込むため、利益目

標は抑えめに設定する

 提案や業務遂行にAIを利活用す

ることが定着化している

 生成AIを活用してマーケティング支

援することが当社の中心領域

 生成AIを活用し高い利益を生む

出す

 「ネットイヤーグループは、、AI導入

のプロ」というブランディングが浸透

営業利益/売上高

20億

40億

2025年度 2026年度 2027年度
事業計画
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要員計画

▍社員育成計画の推進

1. 生成AIの徹底的な利活用を日常的な業務の中で遂行できる水準まで引き上げる

2.生成AIの社会的普及に連れて低付加価値になると予測される職種・職能社員のリスキリング

3.職種のジョブディスクリプションを再定義し、教育を実施

▍人事制度の刷新

1. 生成AIが社会に進展することに合わせて、人事制度の刷新を進めてまいります

2.時間管理型の制度から、付加価値、創造性が評価される制度に転換してまいります
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200

250

0

ビジネスグロース事業

(135名)

ビジネスグロース事業

(141名)

ビジネスグロース事業

(145名)

ビジネスグロース事業

(160名)

ビジネスディベロップ

メント事業(45名)

ビジネスディベロップ

メント事業(53名)

ビジネスディベロップ

メント事業(58名)

ビジネスディベロップ

メント事業(62名)

ネットイヤーグループは、AI人材やデザイン人材の継続的な教育に取り組みます

177名
203名194名

228名

2024年度3月期 2025年度3月期 2026年度3月期 2027年度3月期



株主還元方針
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1. 大前提は業績の向上（計画値を上回る業績達成）

2. 「生成AI業界」に属する企業だというPR・広報機能の強化

3. 株主還元策など、株価上昇のための施策に全力を尽くす

ネットイヤーグループは、1999年に米国にて設立され、その後、日本に逆

上陸を果たし、2000年ごろからインターネット技術を企業が戦略的に活

用することを支援するプロ集団（SIPS=Strategic Internet 

Professional Service）として業界を牽引してきました。

2008年に東証マザーズに上場し、「上場しているSIPS企業」という分類

では、唯一の企業となりました。※当初SIPS企業群と考えられていた1

者は大手外資系コンサル企業に買収され、また1社は、業態を変えて

BPO企業となっております。

営業面、人材獲得という両面から上場企業として存在できるメリットは

大きいと考えています。また、社員にとっても上場会社で働いているという

心理的な充足感は高く、上場維持を堅持すべきと考えている理由です。

従って、上場維持のための株価上昇を中期計画の中心位据えることに

より、株主様への期待に答えてまいります。

配当性向20％程度を目安として配当額を決定することを基本

方針とし、安定的利益還元を目指してまいります

継続的な企業価値の向上と安定的な利益還元を重要課題と認識してお

ります。2023年4月28日に変更した配当政策の基本方針に則って収益の

拡大に向けた事業投資や人材開発等に必要な内部留保を確保しつつ、

当期純利益に対する配当性向20％程度を目安として配当額を決定する

ことを基本方針としており ます。2025年3月期についても、従前通り、1株

当たりの配当金を6円とする予定です。

当定量基準は、外部環境の変化や財政状態、事業展開等を総合的に

勘案して適宜見直すこととしており、さらなる配当性向の向上を検討してま

いります。

上場維持について 株主還元

企業価値を高める施策 安定的な利益還元施策
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認識しているリスクと対応策
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認識しているリスクと対応策
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認識しているリスクと対応策



20

認識しているリスクと対応策



当資料に含まれる意見や将来に対する予測は、本資料の発表日現在において一般的に認識されている経済・社会等の情勢および当社
が合理的と判断した一定の前提に基づいた判断であり、その情報の正確性を保証するものではありません。

様々な要因の変化等により、実際の業績や結果が異なることがある点を予めご了承ください。また、業界等に関する記述や意見に関し
ても、信頼できると当社が判断したデータに基づいて作成していますが、当社がその内容を保証するものではありません。

当資料のアップデートは、今後、本決算発表を⽬処として毎年5⽉に開⽰する予定です。

【本件に関するお問い合わせ先】
ネットイヤーグループ株式会社

担当：社長室 広報担当 MAIL：pr@netyear.net


